
議題18 

区分 □ 新 規 ■ 再提案 (R7.8.28 第157回総会；飯田市、須坂市、塩尻市) 

種類 

■ 現行制度の改善又は拡充を求めるもの 

分 

野 

■ 総務文教 

□ 新たな施策の要望又は提案を求めるもの □ 社会環境 

■ 特に市町村への財政支援策等を求めるもの □ 経済 

□ その他（              ） □ 危機管理建設 

要望先 

■ 国 担当省庁 文部科学省 

■ 県 担当部局課室 教育委員会事務局 保健厚生課 

□ その他 名  称  

件名  学校給食費の抜本的な負担軽減に伴う財政支援について 

提案市 伊那市、飯山市、塩尻市、千曲市 

提 

案 

要 

旨 

国が令和８年度から開始した小学校段階における学校給食費の抜本的

な負担軽減では、支援基準額が全国一律で月額5,200円と設定されたとこ

ろであるが、物価高騰により賄い材料費は今後も増加が見込まれること

から、国に対して毎年の支援基準額の見直しと地域実情に応じた制度設

計を要望する。 

また、アレルギーや宗教、不登校等の理由により学校給食が喫食でき

ない非喫食者である児童への支援についても、不公平が生じないための

支援方法や基準等を国が明確に制度化することを要望する。 

加えて、小学校段階のみの支援では義務教育間で不公平が生じるた

め、中学校への制度拡大の早期実施を要望する。 

 更に、県においては、県内の全ての市町村が支援基準額を上回ってい

る中で、市町村によって無償化するか又は保護者負担を求めるかの対応

が分かれ、住民の不公平感のほか、公費負担の増加が地産地消や食育の

妨げになることを危惧されていることから、地産地消や食育を推奨する

長野県として、地域の実情に配慮した追加の財政支援を要望する。 

提 

案 

理 

由 

１ 物価高騰を踏まえた恒久的な財政支援の実施 

物価高騰により学校給食の食材費が増加している現状を踏まえ、国が

実施する給食費負担軽減交付金について、令和８年度以降も継続的かつ

恒久的に支援を行うこと。また、基準額を超える食材費への追加支援を

拡充し、自治体の財政負担を軽減する必要がある。 

２ 国の支援基準額の見直しと地域実情に応じた制度設計 

全国一律の支援基準額（月5,200円）が実態と乖離しているため、物価

水準、地域の食材調達環境、給食内容の実情等を踏まえた 地域別の基準

額設定や柔軟な制度運用を国に求める。 

３ 非喫食者への支援方法の国による統一基準の策定 

アレルギー・宗教・不登校等により給食を喫食できない児童への支援

について、自治体判断に委ねられている現状では不公平が生じる可能性

がある。そのため、国の責任において支援方法・対象範囲・算定基準を

明確に制度化し、全国統一の基準を示す必要がある。 



４ 中学校段階への制度拡大に伴う支援の早期実施 

小学校段階のみの支援では義務教育間で不公平が生じるため、中学校

への制度拡大の早期実施と、拡大時には、県独自の財政支援制度の構築

が必要である。 

５ 自治体間格差の是正に向けた県の財政支援 

長野県内では全市町村が国の基準額を上回る給食費となっており、無

償化の有無など自治体間で対応が分かれている。この差異が住民の不公

平感や自治体の公費負担増につながらないよう、県として基準額超過分

への財政支援制度を創設・拡充する必要がある。 

 

現 

況 

及 

び 

課 

題 

等 

令和８年４月１日付け信濃毎日新聞社の報道によれば、令和８年度４

月時点の長野県内市町村の小学校給食費月額換算は5,220円～8,640円と

全市町村が国の支援基準額を上回っており、支援基準額超過分への対応

は自治体間でわかれている。物価高騰により経済的不安を抱える保護者

が多くなっている現状を見過ごすことなく、自治体間格差を是正し、ど

こでも栄養価の高い給食を平等に提供するには、県による財政支援が不

可欠と考える。 

長野県下の状況では、67市町村が無償化、10市町村が保護者負担を求

めるなど、自治体間で対応が分かれている。国の支援基準額超過分に対

する自治体間の対応の差異に基づく住民の不公平感や、無償化を実施し

た市町村の公費負担増加等が、児童生徒の心身の健全な発達及び地産地

消や食育の推進など工夫を凝らして給食を提供してきた各市町村の取り

組みを妨げないような国の制度設計が必要であるとともに、地域の実情

に配慮した県による追加の財政支援も必要である。 

 

【伊那市】 

現時点では非喫食者に対する支援は行っていないが、アレルギー代替

で弁当を持参している児童や不登校のため自宅で昼食をとっている児童

の保護者への負担について、何らかの支援を検討する必要があると感じ

ている。非喫食に至っている原因やその状況は多岐にわたり、不公平の

ない線引き自体が難しく、保護者とのトラブルを招く恐れもある。 

 また、仮に金銭支給による支援を行うとした場合、学校を休めば金銭

が支給されるといった誤解が生じる懸念もあり、市町村単独での制度設

計に踏み切りにくい現状がある。 

【飯山市】 

 当市では、保護者の負担軽減を目的に、令和５年度から小中学生の給

食費の補助を行い段階的に引き上げてきた。（R5:４割、R6:５割、R7:７

割、R8:９割） 

 今年度の給食費年額は小学校70,000円、中学校84,000円であり、小学

校においては、国の支援基準額（57,200円）の超過分を保護者と市が負

担し、中学校においては、１割を保護者、９割を市が負担している。 

 地元食材の積極的な使用による給食提供は、身体の発達、心の成長の



ためには、必要な費用であると考え、また、国が、小中学校ともに実際

の給食費を全額負担することが必要と考える。 

【塩尻市】 

令和８年度の小学校給食費は、月額換算6,660円であり、国の支援基準

額（月額5,200円）の超過分1,460円を公費負担とすることで無償化を実

施している。更に、物価高騰も考えられることから、更なる公費負担が

想定され、地元食材の積極的な使用による食を通じた子どもたちの身体

の発達、心の成長、良好な生活習慣の定着といった本市の自校給食によ

る取り組みは、抑制せざるを得ない状況となっている。 

【千曲市】 

学校給食費は、令和８年度基準額5,200円に対し、小学校低学年6,700

円、小学校高学年7,000円となっており、物価高騰が賄材料費に大きく影

響している。そのため、子ども達の心身の健全な発達のために必要な給

食の質と栄養価を維持できるよう、令和４年度以降、地方創生臨時交付

金（物価高騰対応重点支援）を活用し、賄材料費を公費で負担している

が、市単独事業として実施することは困難であり課題となっている。 

また、中学校についても、令和２年度以降保護者負担は据え置き、令

和４年度以降は地方創生交付金を活用して、賄材料費の一部を公費で負

担しているが、同様に市単独では実施することが困難である。 

関係 

法令 
学校給食法 

 


